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山  形  労  働  局 
  



 

令和４年度 山形地方最低賃金審議会（第３回）議事次第 

 

 

１ 開   会 

 

２ 議   事 

 

 （１）山形県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

 （２）特定（産業別）最低賃金の改正決定の必要性について 

 

 

 （３）その他 

 

３ そ の 他 

 

４ 閉   会 

 



資 料 目 次 
 

 

資料１ 特定（産業別）最賃の改正申出関係 

1-1 令和４年度特定（産業別）最低賃金の改正決定の申出状況 

 

    1-2 令和４年度特定（産業別）最低賃金の改正決定の申出書 

① 山形県ポンプ・圧縮機器、一般産業用機械・装置、他に分類されな

いはん用機械・装置、化学機械・同装置、真空装置・真空機器製造

業最低賃金 

② 山形県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機

械器具製造業最低賃金 

③山形県自動車・同附属品製造業最低賃金 

④山形県自動車整備業最低賃金 

 

資料２ ２０２２年度「特定最低賃金」疎明資料解説（連合山形作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 



     

山形労働局

適用労働者 合意労働者 合意労働者
         （人）          （人） の割合（％）

（注）適用労働者数は、各産業の令和３年12月１日現在の実質的な労働者数。
（注）合意労働者の割合は、小数点以下第2桁で四捨五入。

46.6%

54.7%

自 動 車 ・ 同 附 属 品 製 造 業 8月5日 4,891 1,888 38.6%
ＪＡＭ南東北山形県連絡会
　会長　納富　聡

自 動 車 整 備 業 7月25日
自動車総連山形地方協議会
　議長　佐藤　篤志 3,167 1,476

電子部品・デバイス・電子回
路、電気機械器具、情報通信
機械器具製造業

8月5日
全日本電機・電子・情報関連産業
労働組合連合会 山形地域協議会
 　議長　柿崎　隆英

16,854 9,222

令和４年度 特定（産業別）最低賃金の改正決定の申出状況

特定（産業別）最低賃金 申出月日 申出代表者   備   考

ポンプ・圧縮機器、一般産業
用機械・装置、他に分類され
ないはん用機械・装置、化学
機械・同装置、真空装置・真
空機器製造業

7月25日 2,406 885 36.8%
ＪＡＭ南東北山形県連絡会
　会長　納富　聡

資料№１－１
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○写  

令和４年８月１０日 

 

 

 

山形地方最低賃金審議会 

会 長 村 山  永 殿 

 

 

 

山形地方最低賃金審議会 

山形県最低賃金専門部会 

部会長 コーエンズ 久美子 

 

 

 

山形県最低賃金の改正決定に関する報告書 

 

当専門部会は、令和４年６月２８日、山形地方最低賃金審議会において付託され

た山形県最低賃金の改正決定について、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙１のと

おりの結論に達したので報告する。 

 また、別紙２のとおり平成２０年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成２０

年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新のデー

タにより比較したところ、令和２年１０月３日発効の山形県最低賃金（時間額 

７９３円）は、令和２年度の山形県の生活保護水準を下回っていなかったことを申

し添える。 

 なお、本部会として、山形県の中小企業・小規模事業者の置かれた厳しい状況を

踏まえ、政府に対して、業務改善助成金について、原材料費等の高騰にも対応した

ものとするなど、より一層実効性ある支援の拡充、とりわけ本県を含むＤランク県

における重点的な支援の拡充を強く要望する。さらに、中小企業・小規模事業者が

賃上げの原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇分の

適切な転嫁に向けた環境整備を強く要望することについて、山形地方最低賃金審議

会の答申における付帯決議とすることを要望する。 

おって、本件の審議に当たった専門部会の委員は別紙３のとおりである。 

 

 

 



 

別紙１ 

 

山 形 県 最 低 賃 金 

 

 

１ 適用する地域 

山形県の区域 

 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

１時間  ８５４円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生日 

令和４年１０月６日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙２ 

 

山形県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 地域別最低賃金 

（１）件   名  山形県最低賃金 

（２）最低賃金額  時間額 ７９３円 

（３）発 効 日  令和２年１０月３日 

 

 

２ 生活保護水準 

（１）比較対象者 

１８～１９歳・単身世帯者 

（２）対象年度 

令和２年度 

（３）生活保護水準（令和２年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の山形県内人口加

重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（９４,７８６円）。 

 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に掲げる

金額とを比較すると山形県最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 

 

（註）１箇月換算額 

７９３円（山形県最低賃金）×１７３.８（１箇月平均法定労働時間数） 

   ×０.８１７（可処分所得の総所得に対する比率）＝１１２,６０２円 

 

 

 

 

 

 



 

別紙３ 

 

 

 

○公益代表委員  コーエンズ久美子  押 野  正 德  村 山  永 

 

 

○労働者代表委員  小 川  修 平   長谷部 泰晴  柿 崎  隆 英 

 

 

○使用者代表委員  丹  哲 人   岩 田  雅 史  大 沼  拓 雄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○写  

 
令和４年８月１０日 

 

 

山 形 労 働 局 長 

小 森 則 行 殿 

 

 

山形地方最低賃金審議会 

会 長  村 山 永 

 

 

山形県最低賃金の改正決定について（答申） 

 

 

当審議会は、令和４年６月２８日付け山形労発基０６２８第１号をもって貴

職から諮問のあった標記のことについて、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙

１のとおりの結論に達したので答申する。 

 また、別紙２のとおり平成２０年８月６日付け中央最低賃金審議会の「平成

２０年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の考え方に基づき最新

のデータにより比較したところ、令和２年１０月３日発効の山形県最低賃金（時

間額７９３円）は、令和２年度の山形県の生活保護水準を下回っていなかった

ことを申し添える。 

 なお、本審議会としては、山形県の中小企業・小規模事業者の置かれた厳し

い状況を踏まえ、政府に対して、業務改善助成金について、原材料費等の高騰

にも対応したものとするなど、より一層実効性ある支援の拡充、とりわけ本県

を含むＤランク県における重点的な支援の拡充を強く要望する。さらに、中小

企業・小規模事業者が賃上げの原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エ

ネルギーコストの上昇分の適切な転嫁に向けた環境整備を強く要望する。 

 



 

別紙１ 

 

山形県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

山形県の区域 

 

２ 適用する使用者 

前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

１時間 ８５４円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生日 

令和４年１０月６日 

 

 

 



 

                                別紙２ 

 

山形県最低賃金と生活保護との比較について 

 

 

１ 地域別最低賃金 

（１）件   名  山形県最低賃金 

（２）最低賃金額  時間額 ７９３円 

（３）発 効 日  令和２年１０月３日 

 

２ 生活保護水準 

（１）比較対象者 

１８～１９歳・単身世帯者 

（２）対象年度 

令和２年度 

（３）生活保護水準（令和２年度） 

生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の山形県内人

口加重平均に住宅扶助の実績値を加えた金額（９４，７８６円）。 

 

３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に掲

げる金額とを比較すると山形県最低賃金が下回っているとは認められなかっ

た。 

 

（註）１箇月換算額 

７９３円（山形県最低賃金）×１７３．８（１箇月平均法定労働時間数） 

   ×０．８１７（可処分所得の総所得に対する比率）＝１１２，６０２円 

 



○写  
山形労発基０８１０第１号 

令 和 ４ 年 ８ 月 １ ０ 日 

 

 

      山形地方最低賃金審議会 

           会 長 村 山 永 殿 

  

 

                                        山 形 労 働 局 長    

                                                 小 森 則 行  

 

 

山形県ポンプ・圧縮機器、一般産業用機械・装置、他に分類さ 

れないはん用機械・装置、化学機械・同装置、真空装置・真空 

機器製造業最低賃金の改正決定の必要性の有無について（諮問） 

 

 

令和４年７月２５日付けをもって申出代表者ＪＡＭ南東北山形県連絡会会長

納富聡から最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第１５条第１項の規定に

基づき、別添のとおり山形県ポンプ・圧縮機器、一般産業用機械・装置、他に

分類されないはん用機械・装置、化学機械・同装置、真空装置・真空機器製造

業最低賃金（平成２０年山形労働局最低賃金公示第２号）の改正決定に関する

申出があったので、同法第２１条の規定により、その必要性の有無について、

貴会の意見を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○写  
山形労発基０８１０第２号 

令 和 ４ 年 ８ 月 １ ０ 日 

 

 

      山形地方最低賃金審議会 

           会 長 村 山 永 殿 

  

 

                                        山 形 労 働 局 長    

                                                小 森 則 行  

 

 

山形県電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、情報 

通信機械器具製造業最低賃金の改正決定の必要性の有無につ 

いて（諮問） 

 

 

令和４年８月５日付けをもって申出代表者全日本電機・電子・情報関連産業

労働組合連合会山形地域協議会議長柿崎隆英から最低賃金法（昭和３４年法律

第１３７号）第１５条第１項の規定に基づき、別添のとおり山形県電子部品・

デバイス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具製造業最低賃金（平成

２０年山形労働局最低賃金公示第３号）の改正決定に関する申出があったので、

同法第２１条の規定により、その必要性の有無について、貴会の意見を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○写  
山形労発基０８１０第３号 

令 和 ４ 年 ８ 月 １ ０ 日 

 

 

      山形地方最低賃金審議会 

           会 長 村 山 永 殿 

  

 

                                        山 形 労 働 局 長    

                                                小 森 則 行  

 

 

山形県自動車・同附属品製造業最低賃金の改正決定の 

必要性の有無について（諮問） 

 

 

  令和４年８月５日付けをもって申出代表者ＪＡＭ南東北山形県連絡会会長納

富聡から最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第１５条第１項の規定に基

づき、別添のとおり山形県自動車・同附属品製造業最低賃金（平成２０年山形

労働局最低賃金公示第４号）の改正決定に関する申出があったので、同法第２

１条の規定により、その必要性の有無について、貴会の意見を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○写  
山形労発基０８１０第４号 

令 和 ４ 年 ８ 月 １ ０ 日 

 

 

      山形地方最低賃金審議会 

           会 長 村 山 永 殿 

  

 

                                        山 形 労 働 局 長    

                                                小 森 則 行  

 

 

山形県自動車整備業最低賃金の改正決定の必要性の 

有無について（諮問） 

 

 

  令和４年７月２５日付けをもって申出代表者自動車総連山形地方協議会議長

佐藤篤志から最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第１５条第１項の規定

に基づき、別添のとおり山形県自動車整備業最低賃金（令和２年山形労働局最

低賃金公示第５号）の改正決定に関する申出があったので、同法第２１条の規

定により、その必要性の有無について、貴会の意見を求める。 

 


